
様式Ｕ－１－１【記入例】 
 
 

平成２８年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）の補助事業完了届 
 
 

                                                                                     平成２８年○○月○○日 
 
 

 独立行政法人日本学術振興会理事長 殿 
 
 

                             ○○大学○○学部・教授  ○○ ○○   〔印〕 
 

機関番号 １ ２ ３ ４ ５ 

 

研究者番号 １ ０ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

 
 

平成２８年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）の補助事業について、当初の研究計画における到達目標を達成した

ため、下記のとおり完了し、当該補助事業の翌年度以降の内約を辞退しますので、よろしくお取り計らい願います。 
 
 

記 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1) 研究種目名 基盤研究（Ａ） (2) 課題番号 １ ５ Ｈ ２ ３ ４ ５ ６ 

 

(3) 研究課題名  ○○○○○に関する研究 
 

(4) 交付決定額                       ６，５００，０００ 円…①＋② 
                       うち直接経費     ５，０００，０００ 円…① 
                           間接経費     １，５００，０００ 円…② 
 

(5) 補助金の使用状況 
  1) 既受領額 

（前期分） 
直接経費            ３，５００，０００ 円…③ 
間接経費            １，０５０，０００ 円…④ 

（後期分） 
直接経費            １，５００，０００ 円…⑤ 
間接経費              ４５０，０００ 円…⑥ 

 

   2) 支出済額 
        直接経費                       ４，０００，０００ 円…⑦ 
         間接経費［⑦×30%］           １，２００，０００ 円…⑧ (②＝「0」であれば「0」を記入） 

（円未満切り捨て） 
 

   3)  未使用額 
         直接経費［③＋⑤－⑦］           １，０００，０００ 円…⑨       
         間接経費［④＋⑥－⑧］               ３００，０００ 円…⑩    ［⑨＋⑩＝返還金額］ 
 

(6) 補助事業の完了年月日 
       平成２８年１０月１４日 
 

(7)  補助事業の完了理由書 
       別紙のとおり 



様　式　Ｕ－１－１　〔作成上の注意〕

　

．「（５）２）支出済額」欄の⑧の間接経費の額は、円未満を切り捨てた額を記入すること。

→（５）２）に記入

→（５）３）に記入（＝返還額）

　
　

　
【電子申請システムを利用した応募の手続に係る注意事項】

３ ．「（５）１）既受領額」欄には、既に受領している金額を前期・後期と分けて記入すること。９
月３０日までに受領した分については前期分に、１０月１日以降に受領した分については後期分に
含めて記入すること。

未使用額

支出済額

直接経費

 利子（預貯金利息）

間
接
経
費

既受領額
→（５）１）に
記入

補助金の使用状況

５

５ ．「（６）補助事業の完了年月日」欄には、研究が完了した年月日を記入すること。
　なお、補助金の交付を受けていた研究課題は、この届出書を提出する前に完了していなければな
らないことに注意すること。

　日本学術振興会科研費電子申請システムを利用した新たな研究課題の応募は、平成２８年１１月１
日(火)より受付が可能となる予定であり、それ以前にアクセスした場合には、重複応募の制限により
応募が受け付けられないので注意すること。

．この補助事業完了届は、研究が予想以上に進展し、継続研究課題の当初の到達目標を既に達成し
たため、研究種目を変えて更なる研究発展を目指す場合に、研究代表者が作成し、研究機関を通じ
て平成２８年１０月２１日（金）（必着）までに日本学術振興会研究事業部研究助成第一課に提出
すること。
　なお、「研究種目を変えて更なる研究発展を目指す場合」とは、「基盤研究（Ｃ）（一般）」か
ら「基盤研究（Ｂ）（一般）」へ変更する場合などであるが、「基盤研究（Ａ）（一般）」から
「基盤研究（Ａ）（海外学術調査）」など、審査区分のみを変更する場合も含む。
　また、新たに応募する研究種目と、完了した継続研究課題の研究種目との間に重複応募の制限が
設けられていない場合には、この届出書を提出する必要がないので注意すること。

　

１

２ ．「（４）交付決定額」欄には、交付決定通知書に記載の交付決定額を記入すること（間接経費交
付決定額変更申請や調整金による次年度使用や前倒し使用を行うなど交付決定額を変更した場合に
は、変更後の交付決定額を記入すること。）。なお、間接経費の交付を受けていない場合は、この
欄を含め全ての間接経費欄に「０」を記入すること。

４ ．「（５）２）支出済額」欄には、この申請書の提出時の支出済額（利子を除く。）を記入するこ
と。

利子は、本様式への記載は不要。


